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研究開発費の会計基準
市 川 紀 子
1 . は じめに
我が国では平成 1 0年 3月 に ｢研究開発費等に係る会計基準+ が大蔵省の企業会計審議会に より
公表された ｡ 今回の ｢研究開発費等に係 る会計基準+ 公表の 背景には ､ 研究開発活動の 重要性の
増大が 存在すると考えられ る*1 o そ の 中でも製造業の業種別研究費では ､ 通信 ･ 電子 ･ 電気計測
器 工業の割合が 最も高くな っ て い る の が特徴で ある*2｡ また試験研究費､ 開発費の範囲が不 明確
であ っ たり*3 ､ そ の 費用処理.
･ 資産計上の 選択が企業の任意に なっ て お り ､ 企業間の比 較可能性
に問題が あっ た点も今回の 公表の 背景と して あげられて い る ｡ しか し､ 何よりもグロ ー バ ル ･ ス
タ ン ダ ー ド - の接近という現実的要請が ､ 今回の ｢研究開発費等 に係る会計基準+ 公表 の最大 の
ポイン トで あろう｡ よ っ て本稿で は､ まず我が国と､ 国際会計基準委員会､ 英国 ､ そ して グロ ー
バ ル ･ ス タ ン ダ ー ドとい われて い る米国の研究開発費等の会計基準を提示 して いく｡ そ して次に ､
国際会計基準委員会､ 英国 ､ 米国の 会計基準を比較考量 し､ 各国の 会計基準の体系 ､ 相違点を明
らかに し､ その差異 の生ずる原 因に着目 しつ つ ､ 我が国に グロ ー バ ル ･ ス タ ン ダ ー ド - の接近と
いう現実的要請がもたらされた背景には何が あるの か ､ さらに グロ ー バ ル ･ ス タ ン ダ+ ドとい わ
れ る米国の研究開発費等の 会計基準( 一 括費用計上)をもたら した背景は何で ある の かも重ねて検
討 して い きたい と考える｡
2 . 研究開発真の 会計基準
我が国では r研究開発費等に係 る会計基準+､ 国際会計基準委員会 (IA S C) ではLA S第9 戟 小 英
国で は SS A P第 13号*5 ､ 米国で は SF A S第2 号*6がそれぞれ の研究開発費等の 会計基準を提示 し
て い る｡ 下記 の(1)-(4)では ､ 各国の 研究開発費に係 る定義､ 会計処理基準を示す｡
(1) 日本
①定義
｢研究開発費等 に係 る会計基準+ の - の 1で は研究の 定義につ い て ｢新 しい 知識の発見を目的
と した計画的な調査及び探求+ と して おり ､ また開発 につ い ては ､ ｢新しい製品 ･ サ ー ビス ･ 生産
方法 (以下 ､ 『製品等とい う』｡) につ いて の 計画若 しく は設計又は既存の製品等を著しく改良す る
ため の計画若しくは設計と して ､ 研究の成果その他の 知識を具体化する こ と+ と定義して い る ｡
②会計処理基準
｢研究開発費等に係 る会計基準+ の 三 にお い て ｢研究開発費は ､ す べ て発生時 に費用と して処
理 しなければならない+ と して い る｡ ｢研究開発費等に係 る会計基準の 設定に 関す る意見書+ (以
下 ｢意見書+ とする) の 三 の 2 では ､ こ の発生時の全額費用処理 に つ い て ､ ｢研究開発費は､ 発生
時 には将来の収益を獲得できる か否 か不明で あり､ また ､ 研究開発計画 が進行 し､ 将来の収益の
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獲得期待が高ま っ たと して も ､ 依然と して そ の獲待が確実で あるとは い えない ｡ そ の ため ､ 研究
開発費を資産と して貸借対照表に計上する こ とは適当でない と判断 した+ と して い る｡
(2) 国際会計基準委員会 (仏SC)
①定義
L AS第 9 号で 臥 研 究の 定義に つ い て ｢新 しい科学的又 は技術的知識及 び理解を得る ことを見
込 んで企画され る独創的で計画的な調査+ *7と して い る ｡ また開発 に つ い て は ｢商業的生産な い
し使用開始に先立 っ て ､ 新 しい著 しく改良された材料 ､ 装置 ､ 製品 ､ 製法 ､ シ ス テ ム 又はサ ー ビ
ス を作成する計画も しく は設計 に ､ 研究成果又は そ の他の 知識 を適用する こ と+ *8と定義 して い
る ｡
②会計処理基準
IAS第9号で は ､ ｢研究費は ､ それが発生 した期間に費用と して 認識 されなけれ ばならず､ 次期
以降の資産と して認識 されて は ならない+ *9 ､ ｢第 17項で識別され る資産認識の規準が満たされ
ない壕合 ､ プ ロ ジ ェ ク トの 開発費は ､ それが発生 した期間に費用 と して認識 され なければならな
い
o 当初費用化 された開発費は ､ 次期以降の 資産と して認識されて は ならない+*10と して い るが ､
一 定 の 条件 (第1 7項) の もとで研究開発費を繰延 できる条件 を認め て い るo そ の 条件は ､ 次 の よ
うに全部で 5 つ あげられて い る *11｡
(a)製品又 は製法が明確に定ま っ て おり､ そ の製品又は製法に帰属させ る費用が識別 でき､ か つ ､
信頼性 を持 っ て測定でき る こと
(b)製品又 は製法の 技術的な実現可能性が証明され得る こ と
(c)企業が製品又 は製法を生産 ･ 販売又 は使用する意図が ある こ と
(a)製品又は製法の 市場 の 存在､ あるい は それが販売用で はなく内部で使用 され るもの で あるなら
ば､ 企業にと っ て の有用性が 証明され得 る こ と､ 及 び
(e)その プ ロ ジ ェ ク トを完成 し､ 製品又 は製法を販売又 は使用する たやの十分な資源が存在するか ､
又 はその資源 の入手可能性 が証明され得 る こと
以上の ように ､ (a)-(e)の 条件を滞た せ ば研究開発費を繰延 でき る こ とが認 め られて い るが ､
資産と して認識 され るプ ロ ジ ェ ク トの 開発費は ､ 関連製造費用及 び製品を商品化するために直接
発生する販売費 ･ 管理費､ 更に追加 開発費が ある場合 には ､ それ らを控除 した後g)将来 の経済的
便益 に より回収 され る 可能性 が かなり大きい 金額を超 えて はならず *12､ また プ ロ ジ ェ ク トの 開発
費が資産 の 定義を満た しでも ､ 開発費を支出 した結果と して ､ 将来 の経済的便益が企嚢に流入す
る こ とが不確 かで あるため に資産 の確認規準を満たさない壕合に は ､ 開発費は発生 した期間 の費
用 と して認識され ､ 次期以 降の資産と して認識されない *13こ とにな っ て い る o
(3) 英国
①定義
SS A P第1 3号で は ､ 研究開発費とは ｢以下に掲げる主要な活動部門 の 1 つ または 2 つ 以上 に属
する費用をい う (ただ し､ 原油 ､ ガ ス お よ び埋蔵資源の探査や開発 に かか わる費用 ､ または開発
費と製造費用の 両者を回収 し得る ような契約金額に基づ い て 開発 と生産に従事し､ 第三者が 直接
も しくは確定契約 に よ っ てそ の費用を負担す る場合を除く)+ *14と して おり ､ 純粋 (または基礎)
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研究 ､ 応用研究､ 開発の 三 区分を提示 して い る｡ 具体的内容は以下の 通りである*15｡
(a)純粋 (または基礎) 研究 - 填体的な目的 をも っ た り ､ 実用化 を目指すので はなく､ 新 しい科学
的または技術的知識そ の も の を獲得す るため に行う実験的また は理論的研究
(ち)応用研究 - 新 しい科学的または技術的知識 を獲得する目的で行われる独創的また は批判的な
詞査で ､ か つ 具体的な実用目的または目標をもつ
(c)開発- 廟規の も しくは大麻に改良された材料､ 装置 ､ 製品または サ ー ビ ス の生産ある い は新 し
い 工程または シ ス テ ム の導入 を行 うため ､ 科学的また は技術的知識を利用す るこ とをい い ､ 商
業生産 の 開始､ 実用化の 着手 また は既存の もの の大幅な改良に先立 っ て実施され る
②会計処理基準
SSA P第1 3号では ､ ｢純粋研究お よ び応用研究に要す る費用 は ､ 支出 した年度の損益計算書に費
用 と して計上 しなければならない+ *16 と して い る｡ ただ し､ 純粋研究及 び応用研究に要す る費用
の 中で も､ 研究開発活動 に施設を供与す る目的で取得 または建設 した固定資産 の原価は ､ こ れを
資産に計上 し､ 耐用年数に わた っ て損益計算書を経 て減価償却しなければならない と して い る*17o
また開発費 臥 支出した年度に費用 として計上 しなけれ ばならな い と して い るが ､ 下記 の(a)-
(e)の 要件を満たす ときは ､ 次期以降に繰延 べ ることができ る*18｡ (a)-(e)の ような状況に ある
とき は ､ 開発費の 回収が確実で ある と合 理的にみな しうる場合に限 っ て ､ こ れを繰延 べ る こ とが
でき ると して い る*19｡
(a)pA確に定められたプ ロ ジ ェ ク トが存在する こ と
(b)当該開発費を個別に識別する こ とが できる こと
(c)当該プ ロ ジ ェ ク トの 成否 を､ つ ぎの面か らかなり正確に評価で きる こと
i) 技術的な実行可能性 ､ ならびに
正) 予想される市場状態 (競争製品を含む)､ 世論 ､ 消費者および環境に関する規制とい っ た要
因に照ら して検討 したうえで最終的な商業化 の 可能性
(a)当期繰延開発費､ 完成まで に要すると見込まれる追加開発費､ 関連する製造費用お よび販売
費 ･ 一 般管理費を含めた コ ス トを､ 将来得られる販売収益またはその 他の 収益に よ っ て回収 し
うるこ とが確実に予測できる こ と
(e)当該プ ロ ジ ェ クトを完成させ ､ そ の 後の 運転資金の 増加 を賄うこ との できる十分な資金 を保有
して い る ことo ある い は ､ そ の 調達が 可能であると確実に予観でき ること
(4) 米国
(訂定義
S F A S第2号で は ､ 研究とは ｢そ の ような知識が ､ 新 しい製品やサ ー ビ ス (以下 『製品』produ ct
とい う) 又 は新しい生産方法や技術 (以下 『生産方法』pr o c es sとい う) を開発 したり､ あるい は
既存の 製品や生産方法に著 しい 改良をもた らすの に役立っ ことを望み つ つ ､ 新知識 の発見を目的
とする計画的調査又 は批判的研究で ある+ *20と して い るQ また開発 の定義として は ､ ｢研究成果又
は その他の知識を､ そ の意図は販売又 は利用 の い ずれに あろうと して も､ 新 しい製品や生産方法
に つ い て の計画又は設計､ ある い は既存の製品や生産方法を著 しく改良するための 計画又 は設計
の形で具体化する こ とで ある ｡ それに は ､ 代替製品の構想 ､ 設計又は実験､ 模型 の製作及 び実験
設備 の運転は含まれ るが ､ 既存の製品､ 生産工程 ､ 製造方法及 びそ の他の継続的換業に対する 日
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常的な又 は定期的な変更 臥 たとえそ の変更が 改良をもた らす と しても ､ 含まれ ない ｡ また市場
調査や市壕に お ける実験活動 も含まれない+ *21と して い る｡
②会計処理基準
SF A S第2号で は ､ ｢本基準書で取り上げた研究 開発費は ､ す べ て発生 したときに ､ 費用計上さ
れなけれ ばならな い+ *22と しており､ 研究開発費を繰延でき る条件が具備されておらず､ 全額発
生時に費用 と して 計上され る こととな っ て い る o 研究開発費の会計処理と して ､ (a)すべ て の 原価
を発生時に費用計上す る ､ (b)す べ て の原価を発生時に資産計上す る ､ (c)特定の 条件が満たされる
場合は原価を発生時に資産計上 し､ そ の 他の原価はす べ て費用計上する ､ (d)将来の効用があ るか
否か が決定で きるまで ､ す べ て の原価をある特定 の科目に計上 して おくとい う4 つ の 計上方法が
提案されたが*23､ 結局は将来 の効用の 不確実性 ､ 支出と効用 の 因果関係 の 欠如 ､ 経済資源 の会計
的認識 ､ 費用 の認識 と対応 ､ 情報の有用性などの 観点か ら､ ｢すべ て の原価を発生時に費用計上す
る+ 方法を採用 したの で ある｡
3 . 研究開発真の 比較検討
まず研究開発 費の 定義に関 して は､ 研究 ･ 開発 の 定義に関 して各国とも全体的 に大差はない よ
うに感 じられる｡ 2 で示 した通 り､ 我が 国 ｢研究開発費等に係 る会計基準+ - の 1 で は ､ 研究の
定義につ いて ｢新 しい 知識 の 発見 を目的と した計画的な調査及 び探求+､ 開発 に つ い て ｢新しい製
品 ･ サ ー ビ ス ･ 生産方法 に つ い て の計画若 しく は設計 又は既存の 製品等を著 しく改良するた めの
計画若 しくは設計と して ､ 研究 の成果その他の 知識を具体化す る こ と+と定義 して い るこ とか ら､
我が 国 ｢研究開発費等 に係る会計基準+ では
▲
､ 特に疎究に つ いて は ､ S F A S第 2号の ｢ - 新知識 の
発見を目的とする計画的調査または批判的研究 である+ *2｡とい う定義 ､ 開発 に つ い て はIA S第9
号 の ｢商業的生産 ない し使用開始に先立 っ て ､ 新 しい著 しく改良された材料､ 装置 ､ 製品､ 製法､
シ ス テ ム 又 はサ ー ビ ス を作成す る計画も しく は設計 に ､ 研究成果又 はそ の 他 の知識 を適用す るこ
と+ *25という定義と ､ 類似 して い ることが分か るo
各国の研究 ･ 開発 の 定義は ､ お の お の表現 が異な っ て い るが ､ 共通点と して は ､ 研究 は ｢新 し
い知識 の発見を目的+ とする もの で あり､ 開発に 関 して は ｢新 しい製品等の計画 として ､ 研究の
成果等 の知識を具体化する こと+ を目的 として い るもの が あげられ る｡
次に会計処理基準 であるが ､ 上記 2 で示 した ように､ こ れは各国毎 によっ て異な っ てい る ｡ ま
ず我が国にお い て は ､ ｢研究開発費等に係 る会計基準+ の 三 におい て ｢研究開発費は ､ す べ て発生
時 に費用と して処理 しなけれ ばならない+ と して い る｡ これは ､ 米国の SFA S第2 号における ｢本
基準で取り上 げた研究開発費は ､ すべ て発生 したときに ､ 費用計上されなけれ ばならない+ *26と
同様の 処理基準で ある ｡ た だ し､ 我が 国における ｢研究開発費等に係る会計基準+ の審議の過程
にお い てIA S第9 号と同様に ､ 一 定条件に基づく資産計上の 処理方法も検討されて いたo ｢ 一 定の
資産計上要件を充たすも の に つ い て は ､ 資産計上を強制する という処理方法もあり得る の では な
い か という意見も示され ､ 検討されたが､ 抽象的な要件を挙 げる こ とはで きて も ､ 実務上判断可
能な具体的な計上要件 を規定する ことは 困難で ある とい うことになり､ 結局 ､ 発生時に全額が費
用処理される ことにな っ た+ *27というように ､ 具体的計上要件の 困難さ (抽象的要件で は企業間
の比較可能性が損なわれる) や ､ また将来 の収益 の獲得期待が高ま っ たと して も依然と して そ の
獲得が確実で ある とは い えない な どという理 由から､ 発生処理基準が採用される ことにな っ たの
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で ある｡ 将来の 効用 の 不確実性 という観点は米国と同様の 見解で ある｡ また今回の 我が国の 全額
発生時 の費用計上す るとい う案に対 して は ､ ｢技術的進歩が加速 され､ 製品の ライ フサイ クル が短
縮化 して きた現代の経営で は ､ 資産化 して長期 にわた っ て償却するとい う会計処理 もまた現代の
経営実態に適合 しなくな っ てきた｡ さらに研究開発費の主要な原価項目が人件費で ある ことも､
発生時に費用処 理す べ きだとの理由の - つ になり えよう+ *28 とい う意見等が あげられて い る . 確
か に我が 国の 研究費の 費目別構成比 の推移*29を見てみ ると､ 近年は減少傾 向に ある もの の ､ 原材
料費､ 有形固定資産購入費等 に比 べ て人件費は最も大きい 割合を占めて い る ｡
IAS第 9 号 ､ SS A P第13 号で は ､ 一 定 の条件にもとづく資産計上を静めて い るが ､ その 条件に
は次 の① - ④の ように共通点が多くあげられ る｡ ①明確 に製品等(プ ロ ジ ェ ク ト)が存在 し費用が独
立把握で きる こ と､ ②製品等が企業化可能で あるこ と､ ③製品等が販売可能で ある こ と､ ④プ ロ
ジ ェ ク トの 完成資源が存在するこ となどがIA S､ SS AP にお いて 資産計上の 条件 として掲げられて
い る. SS A P第13号 の原書版は 19 77年 1 2月発表､ IA S第9号 の原書版は 1978年 7月 に発表され
て い るの で ､ 国際会計基準が SS A Pを参考に した部分は大き い の で はないだろ うか ｡ これ らの
一
定条件はきわめて 厳格に規定されて い るの が特徴とい えるだろう｡
以上の ように比較検討の 結果 ､ 研究開発費の処 理基準と して は ､ ①発生時に費用処理する我が
国 (｢研究開発費等に係 る会計基準+) と米国 (S F AS第 2 号)､ ②
一 定の 条件を満たせ ば資産計上
で きる国際会計基準委員会 (IA S第9号) と英国 (SS A P第1 3号)､ との 2 つ に大別でき るとい え
るだろう｡ 我が国の 処理基準が米国の それに追随するような形 にな っ た背景 には主要国の製造業
では我が 国糊 と米国だけが ､ 通信 ･ 電子 ･ 電気計測器工業の割合が最も大きい こととい っ た経済
環境の相似にも ､ そ の 理由の 一 つ が存在すると考えるが､ こ こ で最も重要なの 臥 経済環境の変
化 に伴う､ 企業軌31 の変化 (こ こ で い う企業は価値創造 の組織体) で ある｡ 特 に我が 国では ､ バ
ブル 時代を通 じて ､ 市場で の競争を中心と した企業 - の 変化 (経済環境の変化) が行われたo そ
もそも米国で 臥 もとから市場で の 競争を前提 として い たわけで あり､ 我が 国で はそれ に追随す
る ような形に なっ たの で ある｡ 第7章 ｢工事収益 の認識 ･ 計上 をめ ぐる問題点
- 工事完成基準と
工事進行基準 -+ に お いて も述 べ た が *32､ 企業は価値創造 の組織体で あるの で ､ 貨幣の増殖活動
体 として企業を見 る観点か ら 臥 利益観は資金 の投資効率の評価 (資金 の投下 ･ 回収) が中心 と
なるために ､ 収益費用中心 軌33が主軸となるo 研究開発プ ロ ジ ェ ク ト単位で考えれ ば､ 投下額(犠
牲額) と回収額 (成果額) お よび 正味額が重要であるが､ それに期間計算が導入されて , 投下額
の うち未回収で ある部分が将来費用と して繰延 べ られ る計算体系が そこに成立する ｡ こ の計算体
系で 臥 当期収益との対応関係 の 中で 当期の 投下額中の 回収額､ すなわち費用が決定され るo 収
益費用中心観の 中枢をなす費用収益対応 の原則甲作用で あるo しかも､ この企業観の 下で は市場
参加者という よりも､ 特定の制約された利害関係者 - の情報提供という作成者指向型 の分配可能
な利益 の計算の 開示が必要となる の で ある｡ こ れらは ､ 取得原価主義会計に よ っ て初めて達成さ
れ る ので ある｡ しか し､ 国際金融市場 にお い て迅速な資金調達が可能となり ､ 社債発行等の 直接
金融が主たる資金調達方法に なるような経済環境の 変化 により ､ 企業観もまた変化する ことにな
る｡ 価値増殖活動体と して企業を見 る観点からは ､ 何を したかの 活動の記録というよりも ､ 経済
資源 の保有に よる将来の 正味キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 獲得能力の増大(キ ャ ッ シ ュ
･ イ ン フ ロ ー の増大)
という利益観の 重視をもたらす｡ こ の利益観の重視は､ 必然的に投資活動と回収活動か ら経済的
資源 へ とそ の注 目点を変化させ る｡ 正味キャ ッ シ ュ
･ フ ロ ー の 獲得能力 - の 注目は資産および負
債とい っ た経済的資源増加要因および減少要因 - の 注目をもたらすか らで ある｡ こ う して ､ 中心
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観は ､ 収益費用中心額か ら資産負債中心観*34 - と変化 し､ 市場参加者 - の 情報提供と いう観点か
ら利用者指向型 の 計算方紘が 必要となる の で あるo その 場合の計算体系は取待原価主義会計と対
立する時価主義会計 あるい は時価会計 (価値会計) で ある ｡ つ ま り ､ 企業を貨幣増殖活動体で あ
るとみるならば､ 計算対象と して貨幣動態を採用 し､ かくて取得原価主義会計を採用す る ことに
な るが ､ 企業を価値増殖活動体で ある と見る ときには ､ 計算対象と して財貨動態 を採用する こ と
に より ､ 時価会計ある い は 時価主義会計とい う計算体系 を取る こ とになる の で ある｡ 後者の 場合
(企業を価値増殖活動体として みる場合)は ､ 企業価値は企業 の資産能力に よ っ て表現され ると考え
られ るか ら､ 企業価値は将来の キ ャ ッ シ ュ ･ イ ン フ ロ ー 獲得能力と言 い換える こ とが可能にな る｡
上記 で大別 した①発生時に費用 処理す る我 が国と米国で は ､ 資産重視の利益観 の変化に よ り ､ 将
来 の キ ャ ッ シ ュ ･ イ ン フ ロ ー 能力が重視され る結果 ､ 研究開発費とい うある意味将来の 収益 の獲
得期待が高ま っ たと しても依然と してその獲得が 確実で あるとは い えない要素を含む項目 ､ つ ま
り将来の 効用 の不確実性と い う研究開発費 - の 見解か ら､ 企業価値 (将来 の キャ ッ シ ュ ･ イ ン フ
ロ ー 獲得能力) 存在しない と判 断され たと解する｡ 確か に ､ 企業価値増大の確実性 がない の で あ
れ ば､ それ は企業の 資産能力が ない もの と考えられ る の で あり､ 資産計上する必要 はなくな るだ
ろうo それ では ､ ② 一 定の条件 を満 たせ ば資産計上で きる国際会計基準委員会と英国の 場合は ど
うだろうか o 国際会計基準委員会 と英国では ､ それぞれ各 5 つ ､ 資産計上を認 め る条件を提示 し
て い るo 明確 に製品等(プ ロ ジ ェ ク ト)が 存在 し費用が独 立把握で きる こと､ 製品等が企業化可能で
ある こ と､ 製品等が販売可能で ある こと､ プ ロ ジ ェ ク トの完成資源が存在す るこ となどが IAS､
SSA P共通 の資産計上の 条件と して掲げられ るo 問題 は ､ これらの厳密な資産計上 の条件が ､ 企業
価値と して適切 で ある の か どうかで ある○ つ まり将来の キ ャ ッ シ ュ ･ イ ン フ ロ ー をもた らすか ど
うか の判断に なる べ きもの か ､ というこ とで ある . IA SC､ 英国では ､ 上記 の ように - 定の条件に
の もとで資産計上を認 めて い るが ､ これ らの機関､ 国で は ､ こ の条件が企業価値と して適切 であ
ると し､ 将来の キ ャ ッ シ ュ ･ イ ン フ ロ ー を高めるもの と判断 したと解す る｡
4 . おわり∵に
今回 の我が 国の会計処理基準 の 変更には ､ 上記 3で述 べ た ように米国との経済環境の 相似と い
う理由もあiヂられる と考える o 米国で 臥 研究開発 の 一 環 (自社で研究開発す る かわり に既成の
企業を買収 して それ に換 える) として ､ 企業の買収も計上されて お り ､
,
技術開発 して い る企業､
い わゆる ベ ンチャ ー 企業をそ の まま買収する ケ ー ス が多い o 今後 臥 我が国にお い ても同様 の状
況 が起 こり得る だろうo グロ ー バ ル ･ ス タ ン ダ ー ドに接近を したこ とは ､ ある意味重要で あるが ､
今回の ｢研究開発費等に係 る会計基準+ に よ っ て ､ 中小企業､ ベ ン チ ャ ー 企業な どは今後 の研究
開発にお い て制限を受 ける事に なっ て しま っ た の は事実で ある ｡ しか し､ そうい っ た事実ととも
に､ 其の背景と して企業自体の 変質が市場経済の観点か ら要請され ､ 企業が価値増殖体とみ なさ
れ るに到 っ たとい う現在の環境を考える必要が あるo 国際金融市蕩 にお い て迅速な資金調達が 可
能となり､ 直接金融が 主たる資金調達方法に なる ような経済環境の 変化 により ､ 企業観もまた変
化す る ことに なり ､ 価値増殖活動体とな っ た企業は ､ 何 をしたか の活動 の記録 とい うよりも ､ 経
済資源の保有に よる将来 の 正味キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 獲得能力(キ ャ ッ シ ュ ･ イ ン フ ロ ー の増大)の評
価を可能 にす るとい う利益観 の重視に 至 っ たの で ある｡ 国際会計基準委員会 ･ 英国で 臥 将来 の
キ ャ ッ シ ュ ･ イ ン フ ロ ー 能力を､ つ まりは企業価値を､ 一 定 の条件とい う形で ､ 明確に提示 した
も の とい えるだろう｡ 我が 国にお い ても ､ 妥当な判断 のもとで企業価値を具現化す る明文を療す
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必要があ っ た と考える｡
注
*1 研究開発活動の重要性の増大が大きなウ ェ イ トを占めて い ると考えられ る資料と して ､ 以下 の ｢主要国にお
ける研究費の 対国内総生産(G D P)比 の推移+ の下図(科学技術庁編『科学技術白書』大蔵省印刷局, 19 99年, 102
貫 ･ 50 2- 5 13頁｡ )があげられるo ｢国全体の研究投資の水準を示すもの と して ､ 研究費の 国内総生産に対する
比率を見ると､ お おむね横ばいで推移して いるイギリ ス を除い て ､ 197 8年 (昭和53年度) 頃から上昇傾向で
推移 し､ 19 80年代後半からは低下傾向であるが ､ 米国に つ い て は 199 5年度(平成 7年度)上昇に転じて い る｡
我 が国にお いても､ 民間の研究費の減少等に より 199 1年度 (平成 3年度) から4年連続で低下して い たが ､
19 95年度(平成7年度)から3年連続で増加 し､ 依然として我が国は主要国で最高水準を維持して おり ､ 3.12 %
(専従換算では 2.9 1%) とな っ て い る+(科学技術庁編 前掲書, 19 99年, 10 2頁o )と して い るo 下図からも明
らかなように､ 我 が国にお い て は､ 近年にお い て研究投資の水準が各国に比 べ て非常に高くな っ て い る こ とが
分か る｡
主事国における研究費の対国内線生産(GOP)比の推移
3JB
2J5
2
1&
0 &
○
(～)
1 1 71 74 7 7 80 8 3 8 8 8 1 1 2 9 8 08
(年女)
一 旬ト一 日本
- 令 - IFl辛(白水科学)
一 ｢ 一 光常
ヰ ー ドイ ツ
ー ･ ■ - I - フ ラ ン ス
ーl ¢- イ ギリ ス
*2 下図の ように , 我 が国の製造業の業種別研究費にお い ては ､ 通信 ･ 電子 ･ 電気計測器工業の割合が最も高く
な っ て い る(科学技術庁編 前掲書, 1 999年 , 119貢｡ )｡ ソ フ トウ ェ ア企業は ､ 通借 ･ 電子 ･ 電気計測器工業
の - つ であるが､ ｢研究開発費等に係る会計基準+ で はソ フ トウ ェ ア に つ い て規定を設けて い るo 我が国で は､
ソ フ トウ ェ ア に関する会計基準は これま で 明確化 して い なか っ たが ､ 今回の ｢研究開発費等に係る会計基準+
におい
.
て ソ フ トウ ェ ア の 包括的な会計基準の設定が なされた o 諸外国にお い て も明確化 した もの と して 臥
S F A S第 8 6号(F A S B, Ac c o u72軸 血 ･ the Co sts of C:o LUPLte rSohw u et oBe SOL D, Le a s ed, or.
0 地e r w
'
s eMa I*eted,
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SFA S No･8 6, F A S B, Augu st 19 85･) があげられ るが ､ 世界的にほまだソ フ トウ ェ ア の基準自体が少ない ようで
ある ｡ 主要国の製造業では我が国と米国だけが通信 ･ 電子 ･ 電気計測器 工業の 割合が最も大きい ことからこ の
ニ カ国に ソ フ トウ ェ ア の会計基準が設けられて い る こ とはそ の 国の経済状況を反映 して い ると考えられ る｡ 我
が国の ｢研究開発費等に係る会計基準+ - の 2 では､ ソ フ トウ ェ ア とは ｢コ ン ピ ュ ー タ ー を機能させる ように
指令を組み合わせて表現した プ ロ グラ ム等をいう+ と定義 して い るo また同基準の 三 で は ｢ソ フ トウ ェ ア制作
費の うち､ 研究開発に該当する部分も研究開発費として費用処 理する+ と して い るo 研究開発費に該当 しない
ソ フ トウ ェ ア制作費に係 る会計処理と して は､ 販売目的と自社利用の ソ フ トウ ェ ア を区別 し､ 販売目的の ソ フ
トウ ェ アをさらに受注制作の ソ フ トウ ェ ア と市場販売目的の ソ フ トウ ェ ナに区分 して い る｡
日本の製造業の業種別研究費(1997年)
その 他
雫欝1
医薬品を除<1ヒ学
医薬品工 業
7%
機械 工 業
8%
漕 髄 横雲鮎 工
12%
退居･ 電子 ･ 電気
計細工 菜
25%
自動車工 業
15Ⅹ
*3 商法第286粂 の 3 で 臥 ｢左 の 目的ノ為 ニ 特別 ニ 支出シ タ ル金額 ハ孝ヲ貸借対照表ノ資産ノ部 ニ 計上 ス ル コ ト
ヲ得此ノ場合 ニ 於テ ハ 其ノ支出ノ後五年内 ニ 毎決算期 ニ 於テ均等額以上 ノ償却ヲ為 ス コ ト ヲ要 ス 一 新製品
又 ハ 新技術 ノ研究 二 新技術又 ハ 新経営組織ノ採用 三 資源ノ開発 四 市場ノ開拓+ と規定して い る｡ 上
記 の ように ､ 試験研究費に つ い ては ｢新製品又 ハ 新技術ノ研究+ 目的の ため に支出したもの は繰延資産と して
処理 ､ 開発費に つ い て も ｢新技術又 ハ 新経営組織ノ採用 ､ 資源 ノ開発 ､ 市場ノ開拓+ 目的のた めに支出したも
の に つ い て繰延資産す るこ とを認めて い た ｡ しか し ｢平成 10年 11月 の財務諸表規則の 改正 によ っ て ､ こ の試
験研究費は繰延資産の 区分表示 から削除された｡ したが っ て ､ 試験研究費は繰延資産として解されない ことに
な っ たと い えよう+ (井上良二 『新財務諸表論』鹿務経理協会 , 1 999年 , 2 1 3見) とい うように ､ 試験研究費
にお いては ､ 全 て 費用処理できると考 えられるo ただ し開発費に つ い て 臥 繰延資産と して資産計上が静めら
れるこ とにな っ て い るo
*4 仏S C
, He s e a r c占 a Dd De v e)opm eBtCo sts, IA S No ･9, Revised, IA S C, 19 3, 日本公罷会計士協会国際委員会訳
『財務諸表の比較可能性 改訂国際会計基準』 日本公認会計士協会, 1 99 3年 ｡
*5 A S C, Ac c o L m軸 forHe s e u cA a Hd De v ekpm eDt, S S A PNo･13, Revised, A s °, Janu a ry 198 9, 田中弘 ･ 原光世
訳 『イギリス 会計基準書』 中央経済社 , 19 90年｡
*6 F A S B
,
J4c c o uD軸 1TpF Res e u cha Dd De 帽 如 e mt Co sts, S P A S No ･2, F A SB, Octobe r1 97 4, 日本公認会計士協
会国際委員会釈 r財会計基準書第 2号+『JI C PA NE WS』, No .2 31, 19 76軌
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*7
*8
*9
辛lo
*11
*12
*13
*14
*15
*16
*17
*18
*19
*20
*21
IA S C, Re s ea r ch a Dd De tdopm e Dt Costs, Ibid. ,par a.6, 訳書, 8 5頁o
lbid. ,pa r a.6, 訳 書, 87貢｡
Ibid. ,pa r a.15, 訳書, 91貢｡
Ibid. ,pa r a.16, 訳書, 91頁o
lbid.
,pa r a.17, 訳書, 91貢｡
Ibid. ,pa r a.1 7, 訳書, 93貢 参照｡
Ibidりpa r a.1 8, 訳書, 93頁 参照｡
A s °, Acc oLLd zhg 血
･ Re s e ar cA a Dd Del 軸 e Dt, Ibid. ,par a.2 1, 訳書, 20 2- 2 O3貢,
Ibid. ,pa r a. ,2 1,
Ibid. ,pa ra.2 4,
Ibid. ,par a.2 3,
Ibid. ,pa ra.2 5,
Ibid.
,pa r a.26,
訳書, 20 3貢o
訳書, 204貢｡
訳書, 204貢｡
訳書, 204-2 05貢｡
訳書, 20 5貢o
F A S B, Ac c oLIDtl
'
nglTo T 触 e a mh a Dd De TlekpD2 eDtCTo sts, Ibid. ,pa r a.8, 訳書, 35頁o
lbid.,pa r a.8, 訳書, 3 5貢｡
*22 Ibid. ,pa r a.1 2, 訳書, 36貢｡
*23 Ibid. ,pa r a.3 7, 訳書, 38頁｡
*24 Ibid. ,pa r a.8, 訳書, 35貢｡
*25 IA S C, Re s ea mム & Dd De 軸 e Dt Costs, Ibid. ,par a.6, 訳書, 8 7貢o
*26 Ibid. ,pa r a.12, 訳書, 36貢o
*27 北村敬子 ｢『研究開発費等に係 る会計基準の設定に関する意見書』 の経緯と概要+『企業会計』vol.50 No .7,
19 98年 7月 , 7 5貢｡
*28 横井道晴 ｢ソ フ トウ ェ ア 会計の基準化は何をもたらすのか 一 日本企業に及ぼすイ ン パ ク ト+『旬刊経理情報』
88 9号, 19 99年 7月 , 7貢｡
*29 我が国の研究費の費目別構成比の推移は下図の通り で あるo ｢費目別構成比 の推移を見ると ､ 人件費の割合が
一 貫 して最も大きいもの の ､ 近年は減少傾向で推移して い るo 原材料費､ 有形固定資産購入費はほぼ横這い ､
研究 のた めに要した図書費 ､ 光熱水道費､ 旅費､ 通信費などの ため に要する経費であるそ の他 の経費の割合は ､
ほぼ 一 貫 して増加傾向で推移 して い る+(科学技術庁編 前掲書, 19 99年, 12 7貫 ･ 539貢｡)｡ 確 かに ､ 費目別
構成比 の推移を見ると ､ 人件費が近年では減少して い るもの の ､ 人件費は依然と して研究費項目と して､ 最も
大きい割合を占めて いる｡
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研究費の費目別構成比 の推移
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*3 0 注 2 参照｡
*3 1 企業観は資産負債中心観 ･ 収益費用中心観 (｢a s s etandliabinty vie w+ を資産負債ア プ ロ ー チ と呼び ､ ド, e v e n u e
a nd ex pe n se vie w+ を収益費用 ア プ ロ ー チ とする訳する場合が あるが ､ rvie w+ はある特定の見方 ･ 考え方で あ
ると思われ ､ 接近的 (アプ ロ ー チ) な意味は薄いと考えた○ 両中心観とも利益を念頭 にお い て い るもの で ある
の で ､ ｢利益 軌 と して も考えられるが ､ それ の みならず､ 中心観は利益計算方法も念頭にお い て おり ､ それ
は統合され 一 体化 して い ると想定したの で ｢中心 軌 と して考える) を特定化あるい は具体化させる要因であ
るo 特 釘ヒあるい は具体化と 臥 計算目的である財政状態計算 ､ 境益計算の具体的内容を規定するこ と で あるo
理論 の流れを示 せば､ 企業観 一 中心観 - 利益計算方法と いうもの なにるはず で ある｡ それ故に ､ 企業観に関す
るある種の 変化 が生 じたとき､ そ の 変化は ､ 中心観の変化をもたらすはずで あり､ 中心観の変化は計算目的の
具体的な内容に変化を及ぼし､ 利益計算方法に変化をもたらすということが できる ｡ 資産負債中心観に つ い て
い ま少 し具体的 にい えば､ 経済環境の変化 - 企業 (価値創造の組織体) 観の変化 一 価値の 体現物として の経済
資渡の重視 一 資産重視の利益観 - の 変化 一 会計 の 中心観の 変化 - 利益計算方法 の変化 とい う図式を提示 でき
よう｡ 企業観の変化は中心観や利益計算方法等にまで に変化をもたらすもの である ｡
*32 米国で は ｢証券市場が ワ ル ラ ス 的調整過程をも つ 完全競争市場と して成立するこ とを助長するような会計情
報の 開示が最重要課題とな っ たo しかも､ そ こ で の会計情報は､ 投資者が投資対象企業の企業価値を推定する
ために有用な情報で ある必要が 強調された｡ そ こ で想定される企業価値は企業の 将来の キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 能
力であると考えられて い る｡ 情報利用者が企業による利益分配に つ い て期待を形成 しうる利益分配モデル の形
成を前提とする ことになるが ､ 企業 のキ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 能力を知るこ とに より ､ 投資者が将来受け取る こと
の できるキ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー を推定する こ とが可能となるので ある+ (井上 良二 ｢経済的環境の変化と財務会
計の社会的機能+『企業会計』vol･50 No･7, 1998年 7月 , lo貰o) の で ､ 従来から市壕で の競争を前提と した
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*33
*34
企業観であるとい える｡ 我 が国は ､ ｢開示 主体企業の 企業形態から の要請(委託･ 受託関係)により開示主体企業
自らの判断に よる分配可能な利益の 計算の 開示 こ そが重要と考えられ ､ それが取得原価主義会計に よ っ て達
成+ (井上良二 前掲論文, 199 8年 7 月 , 10貢｡) されたが ｢直接金融が主たる資金調達方法になるに及び ､
資本市蓉の 完全性を全うするた めに投資者に対する情報開示 が必要となる. 投資者が投資対象企業と いう 一 種
の 商品 の価値 (企業価値) を計算するため の会計情報を必要とするか ら である｡ こ の 情報要求は ､ 将来におけ
るキ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 獲得能力の 計算を可能にする情報を提供するこ とによ っ て達成される+ (井上良二 ｢経
済状況の変化と計算体系+『合計』 第15 4巻第2号, 19 98年 8月 , 17 5貢｡) と い う経済状況の変化が前提とな
り ､ 企業観の変化が起こ っ た の で ある｡ 以上の ことから､ 井上理論は非市場指向型会計理論を提示 し､ 貨幣動
態会計採用の我が国における必然性を述 べ ､ そ して財貨動態会計が要請される経済的環境は市場経済 - の適応
の必要性という観点で整理できると し､ 市場指向型会計理論 であると して い る｡
注 3 1参照o
注 3 1参照｡
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